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 国土交通大臣

 斉藤　鉄夫　殿

 

 

 交通政策審議会

 会長　　橋本　英二

 

 漁業に関する特定最低賃金の拡大について

 

交通政策審議会は、国土交通大臣諮問第４５８号をもって本審議会に諮問された標記に

 ついて、下記のとおり答申する。

 

 記

 

Ⅰ．現在の最低賃金の設定業種である「漁業（大型いか釣り）最低賃金」を、中型いか釣

り漁業を含む業種へ拡大し、以下のとおり「漁業（いか釣り）最低賃金」とする方向で、

 今後、最低賃金について決定することが適当である。

 １　適用する地域

 全国

 ２　適用する使用者

船員法（昭和２２年法律第１００号）第１条に規定する船舶であって、いか釣り漁業

（漁業の許可及び取締り等に関する省令（昭和３８年農林省令第５号）第２条第１７号

に掲げる漁業をいう。）の用に供する漁船の船舶所有者（船員法第５条の規定に基づき、

 船舶所有者に関する規定の適用を受ける者を含む。）

 ３　適用する船員

　　  前項の使用者に雇用されている船員であって、同項の船舶に乗り組む者。ただし、
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見習い、未経験又は年少などの理由により第５項に掲げる１人歩船員に達しないとみな

 される船員は、除くものとする。

 ４　適用する期間

いか釣り漁業に係る雇入契約期間とする。ただし、雇入契約において報酬の一部又は

全部が歩合によって支払われる船員については、その歩合給の算定の基礎となる期間と

 する。

 ５　第３項の船員に係る最低賃金額

 （略）

 ６　最低賃金に算入しない賃金

(1) 通常の労働日以外の日の労働及び通常の労働時間を超えた時間の労働に対し支払

 われる割増手当

(2) 通常の労働以外の臨時的に行う労働に対し支払われている作業手当、欠員手当な

 ど

(3) 予期していない事由に基づき支払われる災害の場合の一時金及び支給条件はあら

かじめ確定されているが、支給事由の発生が不確定であり、かつ、まれに支払われ

 る結婚手当、退職手当など

(4) １か月を超える期間ごとに支払われる夏期・年末手当、賞与、その他これに準ず

 る賃金

 (5) 通勤手当及び実費弁償として支払われる交通費、旅費、その他これに類するもの

 

Ⅱ．現在の最低賃金の設定業種である「九州漁業（沖合底びき網）最低賃金」を、以西底

びき網漁業を含む業種へ拡大し、以下のとおり「九州漁業（底びき網）最低賃金」とす

 る方向で、今後、最低賃金について決定することが適当である。

 １　適用する地域

 九州運輸局の管轄区域

 ２　適用する使用者

前項の地域内に主たる労務管理の事務を行う事務所を有する船員法（昭和２２年法

律第１００号）第１条に規定する船舶の船舶所有者（船員法第５条の規定に基づき、
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船舶所有者に関する規定の適用を受ける者を含む。）のうち、底びき網漁業（漁業

の許可及び取締り等に関する省令（昭和３８年農林省令第５号）第２条第１号及び

 第２号に掲げる漁業をいう。）の用に供する漁船の船舶所有者

 ３　適用する船員

前項の使用者に雇用されている船員であって、同項の船舶に乗り組む者。ただし、

見習い、未経験又は年少などの理由により第５項に掲げる１人歩船員に達しないと

 みなされる船員は、除くものとする。

 ４　適用する期間

底びき網漁業に係る雇入契約期間とする。ただし、雇入契約において報酬の一部又

は全部が歩合によって支払われる船員については、その歩合給の算定の基礎となる

 期間とする。

 ５　第３項の船員に係る最低賃金額

 （略）

 ６　最低賃金に算入しない賃金

(1) 通常の労働日以外の日の労働及び通常の労働時間を超えた時間の労働に対し支払

 われる割増手当

(2) 通常の労働以外の臨時的に行う労働に対し支払われている作業手当、欠員手当な

 ど

(3) 予期していない事由に基づき支払われる災害の場合の一時金及び支給条件はあら

かじめ確定されているが、支給事由の発生が不確定であり、かつ、まれに支払われ

 る結婚手当、退職手当など

(4) １か月を超える期間ごとに支払われる夏期・年末手当、賞与、その他これに準ず

 る賃金

 (5) 通勤手当及び実費弁償として支払われる交通費、旅費、その他これに類するもの

 

 Ⅲ．漁業（いか釣り）及び九州漁業（底びき網）以外の漁業への拡大について

　　最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）は、労働基準法（昭和２２年法律第４９

号）適用の陸上労働者と同様に、船員法適用の船員についてもすべからく適用されてい

 る。
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今般、漁業業種の拡大が図られ、最低賃金額が設定される対象者が拡大されたとして

 も、依然として、最低賃金額が定められていない漁船員が多く存在する状況にある。

このような事態を改善するため、全ての漁船員について、最低賃金額を定めることに

 向けた検討の場を設置し、早急に検討が進められることが望まれる。
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